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１． はじめに 

燃料電池（以下「ＦＣ」という。）は、カルノーサイクル1の制約を受ける従来型内燃機関等

に比べて効率が高く、静粛性に優れている上に、利用段階で大気汚染の原因となる窒素

酸化物、硫黄酸化物、ばいじん等の排出がないという特徴を有し、エネルギーの供給構造

を変革するポテンシャルを有している。また、二酸化炭素の排出を大きく低減することが可

能な技術であり、近年の地球温暖化問題の解決に向けた切り札の一つとされている。加え

て、従来にない新技術であり、かつ、関連技術分野が多岐にわたることから、自動車産業、

電気機器産業、素材産業等はもとより、エネルギー産業分野も含めて新規産業育成にも

大いに資するものである。 

国際的にも、次世代エネルギーの中核を占める技術として注目され、化石燃料に依存し

た「炭素のサイクル」から「水素のサイクル」へのシフト、つまり「水素社会」の実現に向けて、

先進国のみならず途上国も含め、開発・商品化に向けた激しい競争が展開されるとともに、

国際協力の枠組みが急速に立ち上がってきている。 

これらを背景に、我が国においては、総理の施政方針演説（２００２年２月３日 第１５４

回国会）でも、「燃料電池は、水素をエネルギーとして利用する時代の扉を開く鍵です。自

動車の動力や家庭の電源として、３年以内の実用化を目指します。」と言及され、政府の

重要政策とされている。また、経済産業省が平成１６年５月にとりまとめた新産業創造戦略

（通称Ｎレポート）においても、７つの重要な先端的新産業群の筆頭に位置付けられてい

る。 

こうした中で、定置用ＦＣは、熱と電気を同時に供給することで高いエネルギー効率及び

ＣＯ２削減率を実現できるコジェネレーション・システムとして大きな期待がかかっている。

とりわけ、１ｋＷ級家庭用ＦＣについては、2005 年に、東京ガス、新日本石油が相次いで一

般家庭への市場導入方針を発表し、大阪ガスも同年度中の市場参入が予定されるなど、

本格的市場展開に向けた動きが加速している。また、世界初となる商用機第一号が首相

新公邸に導入されるなど、まさに２００５年は「家庭用ＦＣ元年」ともいえる（参考１）。 

しかし、大きな期待がかかり、市場創造の焦点となっている定置用ＦＣの本格的市場展

開に向けては、なおコスト・耐久性の面での課題も残されている。 

本検討会においては、本格的市場展開への道筋が見えてきつつある現在、関係者の英

知を結集して、「水素社会」の実現に向けた大きなステップとなる家庭用ＦＣの世界初の

「市場創造」、つまり燃料電池のリアルなビジネスの実現に向けて、乗り越えねばならない

諸課題を抽出し、その解決の方向性についてとりまとめることとした。 

 

 

 

                                                   
1 火力発電など熱機関で、効率最大となる理想的な可逆サイクルのこと。熱機関の効率は、高熱源(T2)と低熱
源(T1)によって定まる理論値(n=(T2-T1)/T2)を必ず下回る。例えば火力発電所のボイラー温度を 560℃、復水器

の温度を 30℃とすると、理論的な最高効率は 64％になる。燃料電池では、化学エネルギーを直接電気エネルギ

ーに変換しているため、カルノーサイクルの制約を受けず、その理論効率は 82.9%にもなる。 
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２． 市場化に向けての課題 

２－１．本格的市場化への道筋 

家庭用ＦＣは、燃料電池実用化推進協議会（ＦＣＣＪ）2での検討（参考２）にも示されてい

るとおり、１万台規模の生産量になれば、量産効果によって大幅なコストダウンが見込める

とされている。（同協議会資料では、技術革新がない前提でも、製造コスト（メーカーの工場

出荷価格相当）は平均で１１８万円、最小で９０万円に達すると試算されている。） 

しかしながら、現状では各社ともほぼ手作りで製作しているのが実情であり、現実に大

量生産に進んでいくには、適切なステップアップ、つまり製造ラインの設計、ラーニングカー

ブの検証等を着実に行っていくことが不可欠である。 

こうした取組みを具体的に支援するため、２００５年度から、家庭用ＦＣの導入に向け、大

規模実証事業が実施される予定となっている。本事業は、３年間実施される予定であり、

初年度は４００台規模で開始され、翌年以降１台当たりの単価を下げながら台数を大幅に

拡大していくことが予定されている。その間に、取得された大量のデータを製品改良にフィ

ードバックすることによって、家庭用ＦＣの商品としての信頼性・品質を向上させるとともに、

大量生産に向けた各種検証や作業標準化を進めることで、家庭用ＦＣを実際に据え付け

運転するまでの様々なコストや手続き等も視野に入れながら、抜本的なコストダウンが実

現されることが強く期待されている。大規模実証終了後においては、一定の政策的支援を

前提とする数年間の導入拡大期を経て、次第に政策的支援を削減しつつ、２０１０年代の

前半には、自由競争環境下における自立的な本格普及期に移行していくことが期待され

ている。 

想定される市場規模については、潜在的には 100 万台/年近くに達するとの見方もある

が、大規模実証を展開する後期実証期には数百～数千台／年、初期市場創造の段階で

ある導入拡大期には数万台／年程度との見方も多い。つまり、本格的な市場化に向けて

は、「後期実証期」、「導入拡大期」、の２段階があり、各々の段階で家庭用ＦＣの商品とし

ての完成度と一層のコストダウンを実現していくことが求められている（図１、表１）。 

                                                   
2 我が国の燃料電池の実用化・普及に向けた、民間としての自主的な協議の場として設置された団体。
（http://fccj.jp/index0.html） 
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市場規模 

2005 
2008 201?

一台あたり

コスト 

本格普及期後期実証期 導入拡大期

図１ 市場のイメージ  

表１ 市場創造の段階と特徴 

市場段階 特   徴 

後期実証期 

（2005 

～2007） 

大規模実証事業実施による限定的市場（大都市圏や熱需要の多い地

域中心）。マーケット規模は数百台～数千台／年。想定されるユーザー

は、環境性を特に重視し、経済的メリットには必ずしも拘泥しない環境

重視派。大規模実証事業を前提としても、ＦＣシステムメーカー、エネル

ギー企業ともに、損益分岐点を超えず、相当額の先行投資を必要とす

る段階。 

導入拡大期 

（2008 

～201?） 

何らかの政策的サポートを受けつつ創造される市場（地方都市や都市

部以外への展開）。マーケット規模は数千台～数万台／年。想定される

ユーザーは環境性のみならず経済性も重視。導入拡大期の終盤には、

エネルギー企業が政策的サポートやユーザーへの燃料販売益を合わ

せて、損益分岐点をギリギリ超え始める段階。 

本格普及期 

（201?～） 

完全自由競争環境で自立的に発展・拡大する市場（全国）。マーケット

規模は数十万台／年。顧客は特に環境性を考慮せずとも、純粋に経済

性だけで家庭用 FC を選択する段階。この時期に至ると海外市場への

本格展開も視野に入り始める。その場合には想定市場も大幅に拡大す

る。 

 

２－２．市場化に向けた課題 

家庭用ＦＣの課題としては、これまで、性能（発電効率、熱回収効率、省エネルギー

性、省ＣＯ２性など）、信頼性（故障頻度など）、耐久性（製品寿命や部品交換頻度）、経

済性などが挙げられてきた。本検討会が、今回、ＦＣシステムメーカー及びエネルギー

企業へ 2008 年時点でのシステムの性能、コスト（システムメーカー出荷価格）に関する

見通しを調査したところ、以下の状況が明らかとなった。 
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・ 性能については、エネルギー企業が求める条件をメーカー側がクリアしつつあり3、

標準的な住宅において環境優位性を発揮できるレベルに達しつつある。 

・ 信頼性については、平成１４～１６年度における実証試験の過程で大幅な改善が見

られるが、類似機器における信頼性の水準には未だ到達していない4。 

・ 耐久性については、一部メーカーで２万時間耐久（スタックレベル）を見通せる状態

（２～３年程度の耐久性）に達するなど、格段の進歩が見られるが、エネルギー企

業が最終的に要求する水準（６～７万時間；１０年程度の耐久性）には必ずしも到達

していない。 

・ システムコストについては、現時点では、エネルギー企業が要求する水準とシステ

ムメーカーの見通しには一定の乖離があり、十分な解決策が必ずしも見えていな

い。 

 

ここで、特に大きな課題として挙げられるのが、コストの問題である。現状では家庭用

ＦＣのコストは 1,000 万円／台以上といわれる。前述のＦＣＣＪ資料をベースにして、本検

討会において改めてアンケートを実施したところ、参考３のような結果が得られた。これ

によると、2008 年以降に到達すると想定される１万台／年の生産規模段階でも、システ

ムメーカー出荷価格ベースでのコスト見通しは平均で 207 万円／台となっている。他方

で、エネルギー企業側が要求する水準は、90 万円／台以下、実質的に許容できる限界

値として最大 120 万円／台程度以下であり、その間には約 100 万円の乖離がある。 

このことから効率、信頼性、耐久性にある程度の目処が立ちつつある現時点では、コ

ストダウンの問題が取り組むべき最大の課題であるといえる。言い換えれば、これまで

は、コスト面の制約条件をある程度犠牲にしつつ、センサー類を含め高品質でハイスペ

ックな材料や部品を大量に用いて性能や信頼性の課題を克服してきたのが、技術開発

の実情であったとすれば、目前に迫りつつある市場創造に向けて、如何に現実のマー

ケットに受け入れられるように「商品」を作り込み、完成させていくかが、今後の開発の

主要テーマであるといえる。このコストの乖離を埋めるには、従来の常識、慣習や先入

観にとらわれずに、あらゆる手段を検討し、実行に移してゆく必要がある。 

コストを高くする現在の構造を分析すると、これには様々な要因が絡んでいるが、こ

こでは主なものとして二点指摘したい。 

第一に、システムにおける補機（BOP: Balance of Plant）の占める割合である。家庭

用ＦＣシステムは、ＦＣスタック以外にも燃料処理装置、排熱回収装置、電力変換制御

装置、貯湯槽、バックアップ給湯器など様々な機器から成るシステムであり（図２）、そ

の中には多くのポンプ、ブロワ、電磁弁、センサー等が使われている。 

                                                   
3 各社ともほぼクリアしている性能として、具体的には以下のとおりである（効率はいずれも HHV） 
定格運転時： 発電効率：30%以上 総合効率（熱・電）：65%以上 

50%負荷運転時： 発電効率：27%以上 総合効率（熱・電）：54%以上 

（※ＬＰＧ改質型については都市ガス改質型より概ね 2%程度低い水準） 
4 導入拡大期の段階で、平均故障間隔（MTBF： Mean Time Between Failures； 平均的に次ぎに故障するまで
の時間）ベースで、６，０００～８，０００時間以上は必要と考えられている。本格普及期には更なる信頼性向上が

求められる。 
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図２ 定置用 FC システムの概要 
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これらは、FC システム以外の様々な産業用・家庭用機器でも従来必要とされてきた

も

、触媒用の白金等希少金属や、膜電極接

合

第二に、システムの仕様（スペック）、運転方法についてである。家庭用ＦＣは、熱と電

気

のではあるが、FC の最適作動条件を追求するために、汎用品ではない特殊仕様・高

品質なものが使われているケースも多い。その結果、補機類はコストの内訳で最も多く

を占め、大量生産によりシステム全体のコストダウンを図った場合でも、５割近くを占め

るものと推測される。ちなみに、10,000台/年生産時の想定では、ＦＣスタックがシステム

に占める割合は２割に満たなくなる（図３）。これでは FC コジェネレーション・システムと

いいながら、実態は補機の集合体に近い。 

従来ＦＣのコスト課題については、主として

体（MEA）部が取り上げられてきたが、家庭用ＦＣシステムの実用化直前の段階に至

って、補機の抜本的コストダウンへの取組みが、システム全体のコストダウンの大きな

鍵を握る状況に至っていると言うことができる。 

現状

   図３ コスト
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4%35%

13%
8%

の内訳 

12%
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46%
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12%

燃料改質装置

FCスタック

インバータ

その他補機類

組立費

排熱回収

10,000台/年

 

を併給することにより省エネルギー効果、環境負荷低減とともに経済的メリットを有す

ることがその主な商品価値である。燃料電池の実際の運用実績の乏しいこれまでのシ

ステム開発初期過程では、実運用条件における燃料電池の特徴を最大限に引き出す
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ために種々のシステム仕様や運転方式5が検討、提案され、それに適した様々なシステ

ムが開発、試作されてきた。しかし、技術開発や運用実証も進みコンセプトが集約され

てきた現状にあって、今後の後期実証段階、導入拡大段階において、これまでどおりに

多くの仕様の機種で開発・実証を進めていくことは、立上期の小さなマーケットセグメン

トを更に細分化するとともに、メーカー・エネルギー企業双方にとって技術開発に注入す

る資源が分散し、目標未達成のリスクを増大させ、またコストダウンのハードルを高くす

る危険性をはらんでいる。 

このような例は、実は、日本の携帯電話市場において見られた。つまり、通信キャリ

アごとに様式が異なることから、携帯電話機器メーカーでは、各々のキャリア向けの個

別開発を行い、自らマーケットサイズを小さくしてしまい、結果的にはコストダウンの追

求が本質的に困難な「構造」を温存させてしまった（図４6）。 

 

日本欧州（GSM） 
（端末） 

（キャリア） （端末） （キャリア） メーカーA 

メーカーB オペレータ AメーカーA 
オペレータ A

メーカーC 

消
費
者

消
費
者

メーカーA 
オペレータ BメーカーB 

オペレータ B
メーカーB 

メーカーC 

メーカーC オペレータ C メーカーA 
オペレータ C

メーカーB 

メーカーC 
図４ GSM圏と日本との違い

 

 

これが、日本の携帯電話は、機能的には非常に高性能である反面、非常にコストコ

ンシャスな世界中の主力携帯電話市場においては極めて限定的な地位しか得られて

いない現状につながっている（図５7）。 

                                                   
5 例えば運転方式では、連続運転、DSS 運転（Daily Start-up and Shut-down：毎日起動・停止を繰り返す）など
が想定されている。本報告書ではこれに加えて、SS 運転(ここではＤＳＳと連続運転の中間的な運転形態と定義)

を取り上げている(3-2 に詳述)。 
6 「欧州規格においては、消費者は、選択するキャリアと関係なく携帯端末を選ぶことができるが、日本規格の
場合には、選択するキャリアごとに選べる機種が制約を受けることとなっている。メーカー・サイドからは、キャリ

アごとに機種を対応しようとすると、市場は分断されており、その生産ロットは自ずと小さいものにならざるを得な

い。（スケールメリットは発揮しにくい。）」（「我が国産業の国際競争力に関する調査研究報告書」，経済産業省経

済産業研究所，平成１３年３月 http://sv021.rieti.go.jp/mitiri/m2001061301.html） 
7 携帯電話端末販売シェアはガートナー社調べ
（http://www4.gartner.com/press_releases/asset_121402_11.html） 
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コストダウンが最も重要なプライオリティとなっている家庭用ＦＣの開発においては、こ

うした事例をも他山の石としつつ、限定的な導入拡大段階におけるスペックの整合性に

ついて検討することが、極めて大きな鍵を握っているといえよう。 

 

携帯電話規格のシェア（2004年末）

GSM（欧州）

74%

CDMA（日本・

米国）

14%

TDMA（米国）

6%

PDC（日本）

3%

UMTS/WCDM

A（日本・欧

州）

1%その他

1%

iDEN（米国）

1%

世界携帯電話端末販売シェア（2004年）

LG

6%

その他

22%
ソニー･エリク

ソン

6%

シーメンス

7%
サムスン

13%

モトローラ

15%

ノキア

31%

図５ 携帯電話端末と規格のシェア  

 

３． コストダウンへの道筋 

３－１．コストダウンへの手段 

システムのコストダウンについては、当然、これまでもメーカー各社において、極めて

積極的な取組みが進んでいる。将来に向けた最大のコストダウン要因は量産効果であ

り、それには、大量生産に適した生産体制（金型による大量生産、最適な製造ラインに

よる省力化・効率化）をいち早く構築することが重要となる。また、素材の変更による低

コスト化（金属→樹脂）なども想定される。しかし、これらの取組みだけでは、最終的な

目標価格に到達する見通しは、現時点では必ずしも十分には得られている訳ではない

のが実情である。 

そこで、本検討会においては、こうした従来からの取組みに加えて、システム仕様の

簡素化・整合化によるコストダウンの可能性と、補機類の抜本的なコストダウンの可能

性について検討を行った。 
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規格シェアは米国の業界団体 3G America のＨＰより

（http://www.3gamericas.org/English/Statistics/global_comparisons/world_subscribers_bytech.cfm） 

http://www.3gamericas.org/English/Statistics/global_comparisons/world_subscribers_bytech.cfm


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜エンドユーザー
の負担＞
５０万円／台以下
（自立）

後期実証期
２００５～２００７

導入拡大期
２００８～２０１X

本格普及期
２０１X～

＜想定導入規模＞ 数百～数千台/年 数千～数万台／年 数十万台／年～

システムメーカー
出荷価格ベース

１２０万円／台

現状
１千万円以上 ２００８年コストダウン目標

量産向け改良検討
仕様検討／補機のコストダウン／量産用構成開発
／部品の共同採用

システムの簡素化
仕様検討／スタック条件改良（ロバスト・コンタミ）
／センサーレス化

低コスト材料への変更／モジュール化

要素部品の最適化
スタックの最適化／使用材料の最適化

量産効果によるコスト低減

＜エンドユーザー
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５０万円／台以下
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２０１X～

＜想定導入規模＞ 数百～数千台/年 数千～数万台／年 数十万台／年～

システムメーカー
出荷価格ベース

１２０万円／台

現状
１千万円以上 ２００８年コストダウン目標

量産向け改良検討
仕様検討／補機のコストダウン／量産用構成開発
／部品の共同採用

システムの簡素化
仕様検討／スタック条件改良（ロバスト・コンタミ）
／センサーレス化

低コスト材料への変更／モジュール化

要素部品の最適化
スタックの最適化／使用材料の最適化

量産効果によるコスト低減

              図６ 市場化に向けてのコストダウン策 

 

３－２．仕様の簡素化・整合化によるコストダウン 

運転方式について 

家庭用ＦＣシステムの運転方式については、前述のとおり連続運転、DSS 運転、SS

運転等の様々な方式が提案され、併存している。どの運転方式が、省エネルギーや省

ＣＯ２の観点で効果が最大となるかは、設置場所の気候特性、設置家庭における熱・電

力需要、需要変動パターン等によって異なるが、現時点では、１種類の運転方式に固

定するのではなく、これらの運転方式を適切に組み合わせることが最適解となることは、

ほぼ共通認識となりつつある。つまり、１ｋＷ級家庭用ＦＣシステムは、現状では一般的

に、１家四人の平均的家庭を前提として、その熱需要のほぼ全部、電気需要の約６割

程度を賄うよう設計されていることから、熱需要の多い冬季には連続運転が、熱需要が

少ない夏季には SS 運転が基本となる。春・秋の中間期には、各家庭の状況に応じて、

省エネルギー、環境負荷低減及び経済性の観点から、これらの運転方式を適切に組み

合わせることが肝要となる。 

こうした最適運転モードの下での１０年程度の稼働を前提とすると、6～7 万時間の耐

久性能が必要になる。現状では２万時間耐久の見通しが立ってきており、導入拡大段

階では、4万時間耐久性能が得られる見通しとなっている8。 

次に耐久性 4 万時間を前提としつつ、最適運転を選択していくと、10 年で 1,000～

3,000回程度の起動停止回数が必要になってくる。これは、起動停止回数の多寡はシス
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8 これは、導入拡大段階で、４万時間以上作動しないということではなく、平均的な故障等を勘案しながらメーカ
ーとして４万時間の作動にある程度自信を持って市場に送り出せるという趣旨であり、当然のことながら、個々の

システムの稼働時間は４万時間超となりうる点には留意が必要である。 



テム全体のコストには必ずしも大きくは影響しないものの、燃料改質装置及び触媒の耐

久性に関して起動停止による劣化影響を受けるものが存在することに起因している。 

以上の検討から導入拡大段階前半での運転方式は、４万時間、起動停止回数 1,000

～3,000 回を前提に、冬季は連続、夏季はＳＳ、中間期はいずれか最適なものによると

することが望ましい。 

 

貯湯ユニットについて 

貯湯ユニットは、貯湯タンク、バックアップバーナー及びコントロールユニットから成る。

基本的には既存のガス給湯器と同様の部品であり、ある程度成熟した商品と考えられ

るため、急激なコストダウンの余地は必ずしも大きくはないものと一般的には考えられ

るが、ここでも従来の常識にとらわれずに、様々なコストダウン策について検討した。 

通信方式の統一：システムには、貯湯ユニット、ＦＣユニット間でデータを交信し、最適

運用を図るためにコントロールユニットが設置されている。データ通信の方

式について、各エネルギー会社で共通の標準方式が採用されれば、まず、

コントロールユニットについての低コスト化が期待できる。将来的に各社の貯

湯ユニットやＦＣユニット間での動作互換性が保証されれば、必要なところだ

けユニット単位で交換することによるメンテナンスの簡易化、システムの長寿

命化、ユニット単位でのオープンな開発競争による低コスト化が期待できる。

こうした点を前提に、通信方式の統一を行うことは、基本的には各社に低コ

スト化のメリットをもたらすと考えられる。現状のガス給湯器においては、通

信方式としてインテリジェント通信9が採用されている。将来時点でより高度

な通信方式の採用を否定するものではないものの、導入拡大段階において

は、インテリジェント通信方式について、導入上の課題も吟味した上で、各社

の自主的な判断の下に統一的に採用されていくことが望ましい。 

 

バックアップバーナー小型化：システムの運用制御を工夫し、十分な余裕温水量を貯

湯タンクに用意することによって、バックアップバーナー部をより簡易なもの

に設計変更することができる。本検討会で試算を行ったところ、こうした簡易

型への切り替えによって、貯湯ユニットの１５％程度のコストダウンが図れる

との試算結果が得られた。コストダウンの観点からは、各社の自主的な判断

の下に簡易化が進むことが望ましい。 

 

可燃ガス検知器：現状のシステムは、水素漏洩時の対応として数万円の可燃ガス検

知器を備えているものが多い。発電用火力設備に関する技術基準を定める

省令第３３条では、「燃料ガスが漏洩した場合の危害を防止するための適切

な措置を講じなければならない」とされている。この解釈において、可燃ガス

                                                   
9 大手ガス会社の主導で 1980年代に導入された、ガス暖房熱源機と暖房端末間に用いられる独自の統一通信
規格。機器のオン・オフ制御やエラーコードといった情報を伝送する。通信速度は遅いが、ノイズに強く信頼性が

高いことが特徴とされる。 
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検知器の設置が要求されているところであるが、例えば、制御用のモニター

として取り付けている圧力センサーを利用すれば同等の効果が得られると

いう考え方もある。これが採用される場合には、システム全体で 0.2％程度

のコストダウンが図れるとの試算結果が得られた。同条の解釈については、

今後、規制当局とも十分協議し、最も適切な方法によることが望ましい。 

 

低圧力化：現状の家庭用ＦＣシステムは 0.4～0.5MPa 圧に対応できるよう設計されて

いる。これはガス温水器の設計思想を適用しているためだが、類似商品で

ある電気温水器は、0.2MPa 対応で設計されている。システムの設計を低圧

力化すれば、当然、配管、貯湯タンクに与える負荷が軽減される。本検討会

において試算を行ったところ、貯湯ユニットについて１５％程度のコストダウ

ンが図れるとの試算結果が得られた。ただし、本件については、「湯量」の多

寡によるユーザーの利便性は、給湯器としての商品性に関わる部分でもあ

るため、実施にあたっては引き続き慎重な検討が必要である。 

 

 その他の検討項目  

定格出力：定格発電出力 1kＷに比較し、700～800Ｗとした場合のコストダウン効果

について検討した。定格出力を下げる場合には、触媒、容器、セル枚数が発

電能力に比例して減少するため、システム全体で 8～12％のコストダウンが

図れるとの試算結果が得られた。 

また、500W 定格運転に仕様変更した場合のコストダウン効果についても

検証した。定格運転を行うことによって、出力変動に対応した補機仕様の簡

素化や、一定条件下で最適効率運転を行うことによるメリットが考えられる。

試算の結果、システム全体で15～20％のコストダウンが図れるという結果に

なった。500Wという低出力にしたことで、省エネ性が減少するという課題もあ

り、商品性とコスト削減効果のバランスをどうとるか、慎重に検討する必要が

ある。 

 

発電効率：例えば、東京ガスは家庭用ＦＣシステム商用機の基準として、発電効率

31％以上（ＨＨＶ）と指定している10が、現状では３２～３４％を満たす製品が

主流となってきている。そこで、仮に発電効率の１ポイント低下を許容した場

合のコストダウン効果について、検討した。発電効率の削減を許容すること

で、スタック枚数を削減することができるため、FC スタック部で１５～２０％

（システム全体に対しては３～６％）のコストダウンが図れるとの試算結果が

得られた。他方で、発電効率の削減は、省エネ効果の減少に繋がる蓋然性

があり、コストダウン効果との兼ね合いになる。 

   

                                                   
10 平成 15 年 7月 31 日東京ガスプレスリリース（http://www.tokyo-gas.co.jp/Press/list.html） 
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将来的課題：集合住宅等における集中改質及び純水素配管システムについて、検討

を行った。この場合には、各戸に設置されるシステムについては燃料改質ユ

ニットが不要となり、起動時の燃料改質器の起動エネルギーによるロスもな

くなるため、実利用時のエネルギー効率と耐久性の向上が見込まれる。各

戸用システムについては、システム全体で２４％程度のコストダウンが図れ

るとの試算結果が得られた。純粋な水素が利用できる場合には、発電効率

やセルスタック耐久性の向上が見込まれるうえ、このコストダウンをそのまま

活用できる。しかし集中改質による場合には、各戸の定置ＦＣシステムと改

質系を組み合わせた全体でどれほどの効率化、コストダウンが図れるか、ま

た、水素改質の効率性について、今後の実証を含む詳細な検討が求められ

る。 

 

 ３－３．補機類におけるコストダウン 

ＦＣ内部で用いられるポンプは、本質的な商品価値の差別化には大きくは寄与しない

部品であり、メーカー各社とも専業メーカーからの外部調達、又は外部企業との共同開

発を行っている。しかし、実際には、作動条件を精密にコントロールすることで高性能を

追求するために、医療用で一般家電製品には通常用いられないような高精度・ハイスペ

ックなポンプが使われているものもある。 

また、システム全体の最適作動をモニターするため、現在のシステムには流量計、圧

力計等の各種センサーが極めて多数備えられているが、これらのセンサーの多くは、例

えば、各ポンプの長時間使用時の特性変化や耐久性について十分な保証がないことか

ら必要とされているものも多い。この点では、技術開発の進展により、ポンプの耐久性が

十分保証されれば、関連するセンサーが不要になることで、更にコストダウンが進む可能

性もある。 

こうした事例の一つ一つの積み重ねが、前述のような補機類の高コスト構造に直結し

ている。その他のポンプ、ブロワ、電磁弁、センサーなどの補機類全般でも同様の傾向

が見られる。こうした事情を背景にして、本検討会において聞取りにより調査したところ、

システム仕様が定着するであろう導入拡大期においては、更なるコストダウンに補機の共用

化、オープン化も有力な手段と期待できることが判った。 

そこで以下では、補機類におけるコストダウンの取組みについて検討した。 

 

補機類共用化の可能性 

少量生産で特殊仕様の補機類を利用していることが高コスト構造に繋がっていると

の認識から、本検討会においては、補機類のスペック等について調査し、類似機器の

共用化等によるコストダウンの可能性について、検討を行った。 

家庭用ＦＣシステムは、基本構造は類似しているものの、当然ながらそれぞれのメー

カーごとに、心臓部である燃料電池部を最適作動させる設計思想の相違は存在する。

また、長期停止時や屋外使用時のシステムの作動安定性の保証範囲等、「商品性に関
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する哲学」と「燃料電池部の耐久性」から規定される補機仕様も存在する。こうした部分

は、まさに差別化・競争領域であり、補機であるからということで直ちに共用化できるも

のではない。他方で、汎用品や配管の取合い位置など、商品性そのものに大きな影響

を与えない事項では、仕様を共通化することでコスト削減が図られる可能性もある。こう

した観点から、ポンプ、ブロア、電磁弁、センサー等について調査を行った（参考４）。 

弁については燃料遮断弁を除いた３種類の弁について、またガスセンサーについて

も、比較的特定の補機メーカーに集中していることが分かった。聞取りにより得られた

購入価格を相対価格にして比較すると、かなりばらつきが見られ、改質ガス弁では５倍

近くの価格差がある。この理由としては、システムメーカーが要求する仕様が微妙に異

なり、汎用品ではない特殊仕様となっていることなどが挙げられる。他方で、聞取りによ

れば、こうした特殊仕様に対応可能なサプライヤーが特定企業に限定されており競争

によるコストダウンの余地が限定的であったり、逆に、複数社に供給するサプライヤー

側からも、各社の要求仕様がさほど大きく異ならないにもかかわらず、配管形状や取合

いなどの差異によって同一ロットで生産できないことから、他品種少量生産による制約

のため効率化の余地が限定されるといった事情が背景に存在していることが判明した。

こうしたことは、弁のみではなく、他の補機類についても多かれ少なかれ同様であり、こ

のような小さな積み重ねが、結局は全体的なコスト高につながっているといえる。 

こうした事情を勘案しつつ、補機全般について調査した結果、一部のポンプ及びブロ

ワ、そして多くの電磁弁類及びセンサーでは共用化の可能性があり、これにより大まか

にいって 15％程度のコストダウンが見込めることが判明した。 

なお、インバータについては、単価の高い補機であることから、共用化によるコストダ

ウン効果も高いことが予想されたが、調査の結果、現状では入力電流・電圧の範囲に

ついての相違が大きいことから、早期の共用化等は困難であると考えられる。他方で、

やはり、共用化の重要な候補であることに変わりはなく、コストダウンのためには中長

期的に検討を継続していくことが望まれる。 

 

補機スペックの外部公表によるオープン開発 

補機は、ＦＣスタックや改質器に比べ、技術革新による低コスト化の余地は少ないと

考えられる反面で、システムコスト全体に占める割合は非常に高く、前述の通り、コスト

ダウンに取り組むべき余地が大きいと言える。 

このため、例えば、大阪商工会議所においては、平成１４年に「燃料電池システム部

品実用化推進研究会」を設置し、メーカーと優れたものづくり技術を有する中堅・中小企

業やベンチャー企業との会員間のマッチングを図るために、平成１６年２月には「定置

用燃料電池システム概要およびその周辺機器（補機類）・部品リスト」を会員限定で作

成・配布することによって、潜在的なサプライヤーを開拓し、コストダウンにつなげること

を目指している。しかし、システム完成までには未だ時間を有するため、実証試験を通

じて、システム仕様のレビューが求められている。また、補機スペックの公開や共同開

発には、タイミングへの十分な配慮が要求される。 
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ポンプ、ブロワ、電磁弁、センサーなどの補機類は、実は、優れたものづくり能力を有

する中小・ベンチャー企業が独自性を発揮しやすい分野であり、これまでＦＣに関心が

薄かった企業も含めて、技術開発と新たなビジネスチャンスの余地について積極的に

アピールすることで、革新的な技術開発の呼び水とし、抜本的なコストダウンにつなげ

ていく可能性もある。そのため、ＦＣに必要とされる補機スペックについて、現時点で最

新のものを作成し、それを広く外部に公表することによって、競争的環境での開発と補

機のコストダウンを進めていくことが求められる。 

 

   補機開発と体制整備 

ＦＣ用の補機では、既存の汎用品に比べて、高精度、高耐久性、省電力性、低出力

下での安定性など高いスペックが要求されることが多い。もちろん、本格的な市場化段

階では、十分なコスト競争力を備えていることは必須である。こうした高精度、長寿命の

ポンプやブロワの開発は、ＦＣ用に限らず、他の産業分野においても応用が期待できる

技術であるが、素材や構造といった基本的要素まで立ち返った技術開発が必要となる。

これらの要求に応え、中期的展望を持ちながら具体的な技術開発を進めていくために

は、各社独自の努力では限界もあることから、タイミングを考慮しつつ、システムメーカ

ー、補機メーカー、素材メーカー等による共同開発体制を可能な範囲から開始すること

が重要である。 

また、今回の検討で、現状では、ＦＣ本体や改質器という主要ユニットの最適化と、イ

ンターフェース共通化によるコストダウンとが必ずしも直ちに整合的ではないことが判明

した。２－２で述べたように、最適な環境下で最高の効率をＦＣから引き出すために、コ

ストダウンを犠牲にしつつ、精密な制御を可能とするよう補機を設計しているのが、現

在のＦＣシステムと言える。しかし、可能な部分から補機の共用化を進めることで、一定

程度のコストダウンが可能であるとの見通しが得られた。今後、技術開発によりＦＣ本

体の更なる性能向上が図られ、精密な制御に頼らずとも十分な省エネ性能が得られる

状況となれば、各社毎に差別化技術を確保しつつも、コストダウンを優先するためにイ

ンターフェースの共通化を目指すということも重要な選択肢となってこよう。 

 

 ３－４．その他市場化への取組み 

普及啓発促進策 

  ＦＣコジェネレーション・システムは、従来の給湯器の代替商品であると同時に、比較

的新しいコンセプトの商品といえる。エネルギー企業側では、新たな市場を創出していく

ための新ライフスタイルの提案や、ＦＣ用特別料金体系など、消費者にアピールする普

及啓発策が期待される。 

 

４． 市場創造に向けた施策提言（まとめ） 

検討会の議論を通じ、来るべき本格的な市場化に向けて、官民が取組むべき施策を

以下に提言として掲げる。 
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 国の取組み 

・ 定置用 FC の市場化にあたっては、公正で透明な競争的環境が確保される

ように努めるべき 

・ 認証、規制等の制度的側面からも、必要に応じて、市場化にあわせた取組

みを進めていくべき 

・ 新エネルギー・産業技術開発機構、中小企業庁、地方経済産業局、都道府

県等と密接な連携の下に、補機の技術開発を支援すべき 

・ FC 用の補機に必要とされるスペックの公表を行い、コストダウンにとって重

要な課題である補機供給に新規企業の参入を促すべき 

・ 大規模実証試験結果や、FC スタック等における技術進展状況にも注視しな

がら、支援策を臨機応変にレビューしていくこと 

 

 民間の取組み 

システムメーカー： 

・ 後期実証期を通じて、商品としての完成度を高めるとともにコストダウンに努

めるべき 

・ インバータを始め FC 用補機に関して、高耐久性、低コスト化を実現化する

上で、システム効率向上からシステムコスト低減にプライオリティを移して開

発する必要があり、市場導入の段階を踏まえタイムリーな共同開発に向け

た取組みを着実に進めるべき 

 

エネルギー企業： 

・ 導入拡大におけるユーザメリットの最大化に配慮しつつ、その後の本格市

場における競争的基盤の形成への道筋を検討すべき 

・ 新たなライフスタイルの提案、特別料金の設定による経済メリットの向上等、

環境・経済の両面から消費者にアピールする商品戦略を検討すべき 

・ 貯湯ユニットについては、FCユニット／貯湯ユニット間の通信方式等の統一

化を進め、両ユニット間での互換性を高めるべき 
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参考１ 定置用ＦＣの市場化への動き 

 東京ガス 新日本石油 大阪ガス 

水素を取り出す原料 都市ガス ＬＰＧ 都市ガス 

発電出力 １ｋＷ ７５０Ｗ １ｋＷ～７００Ｗ 

市場導入時期 ２００５年 

２月８日 

２００５年 

３月１日 
２００５年度末 

製造メーカー 

荏原バラード 

松下電器 

三洋電機 荏原バラード 

三洋電機 

東芝燃料電池システム

松下電器 

注：大阪ガスの製造メーカー欄は、２００４年度末までの共同開発契約を結んでいるものである 
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参考２ 定置用燃料電池の製造コスト 

 

 
100 台 1,000 台 10,000 台 

平均 162 82 32 

最大 215 118 51 燃料電池スタック 

最小 100 70 19 

平均 104 55 23 

最大 127 63 28 燃料処理器 

最小 80 46 13 

平均 56 35 20 

最大 92 59 28 インバータ･貯湯槽 

最小 19 16 14 

平均 216 126 43 

最大 369 211 67 
システム 

（その他） 

最小 131 84 23 

平均 538 298 118 

最大 742 450 157 合  計 

最小 440 235 90 

ユニット 

年間生産台数 

（単位：万円） 

注１：FCCJ 資料より作成 

注２：（技術革新がないと仮定した場合の）年間生産台数と 4社の製造コスト（シス

テムメーカーの工場出荷価格相当）の試算結果 
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参考３ メーカーコスト見通しアンケート結果 

        （単位：万円） 

 

 

現状 

 

（2004 年） 

１００台 

（2005 

～2006 年）

1,000 台 

 

（2008 年） 

10,000 台 

（2008 

～2012 年）

平均 ３４３ ２１３ ７２ ３５ 

最大 ５６０ ２８０ ８０ ４０ 燃料電池本体 

最小 ２００ １５０ ６１ ３１ 

平均 １４０ ９９ ３６ ２２ 

最大 ２２０ ２００ ７０ ３５ 燃料改質装置 

最小 ８０ ３７ ２０ １５ 

平均 ５１ ３６ ２２ １１ 

最大 １００ ５０ ４０ ２０ インバータ 

最小 ２２ １５ ８ ５ 

平均 ４１６ ３０３ １８５ ９８ 

最大 ５００ ５００ ３００ １５０ 

その他補機類 

（ブロア、 

センサー等） 最小 ３５０ １８０ ８５ ２２ 

平均 １６１ １２３ ５０ １６ 

最大 ２５０ ２５０ １２０ ４０ 組立費 

最小 １１０ ５５ ９ ４ 

平均 １０３ ６７ ３７ ２４ 

最大 １８０ １００ ５０ ３０ 

排熱回収 

ユニット 

（給湯・暖房） 最小 ３３ ３３ ３０ ２０ 

平均 １，３４１ ８４２ ４２３ ２０７ 

最大 １，８００ １，０００ ５００ ２５０ システム合計 

最小 １，０００ ６３２ ２７５ １１５ 

（時期） 
ユニット 

注１：コストとは、システムメーカー出荷価格をいう。 

注２：各ユニットについて回答社数が異なるので、各ユニットの平均値の合計は、シス

テム合計の平均値に一致しない。 

 18
生産規模 



参考４ 補機関連コストの状況 

 

ポンプの状況11 

  補機メーカー 

機器名 システム 

メーカー 
M1 M2 M3 M4 M5 M6 

Ｓ１ 1.15       

Ｓ２  0.39     

Ｓ３  1.21     

Ｓ４  1.32     

改
質
用
水
ポ
ン
プ Ｓ５   0.93    

Ｓ１ 1.90       

Ｓ２  1.58     

Ｓ３    0.22 0.25   

冷

 
 

ポ
ン
プ 

却
水 

Ｓ４    0.78 1.27   

Ｓ１ 1.64       

Ｓ２      1.23  

Ｓ３    0.19   

排
熱
回
収
水

ポ
ン
プ 

Ｓ４    0.94   

 

ガスセンサー、電気電導計の状況 

  補機メーカー 

機器名 システム
メーカー 

M1 M2 M3 M4 M5 

S1 1.09 1.51    

S2  0.45    

S3  0.50    

S4  1.34    

ガ
ス
セ
ン
サ
ー 

S5  1.12    

S1   0.17   

S2    1.98  

電
気
伝
導

度
計 

S3     0.85  

                                                   
11 表中「S」はFCシステムメーカーを、「M」は補機メーカーを指す。数字は各項目の平均価格を１とし、比率を示してい
る。他の表に関しても同様。 
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 ブロワの状況 

  補機メーカー 

機
器
名 

システム

メーカー 
M1 M2 M3 M4 M5 M6 M7 M9 M10 M11 M12 M13

Ｓ１   1.91          

Ｓ２          0.56   

Ｓ３ 0.43           

Ｓ４ 1.54           

都
市
ガ
ス
ブ
ロ
ワ 

Ｓ５    0.56        

Ｓ１  1.06           

Ｓ２     0.05       

Ｓ３            

Ｓ４      0.24      

カ
ソ
ー
ド
空
気
ブ
ロ
ワ Ｓ５       2.65     

Ｓ１  2.97           

Ｓ２    0.10        

Ｓ３        0.22    

Ｓ４         1.62    

バ
ー
ナ
空
気
ブ
ロ
ワ Ｓ５       0.09     

Ｓ１   3.33     

Ｓ２     0.75   

Ｓ３      0.42  

Ｓ４       0.05 

選
択
酸
化
空
気
ブ
ロ
ワ Ｓ５       0.45 
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弁類の状況 

  補機メーカー 

機器名 システム
メーカー 

M1 M2 M3 M4 M5 

S1 0.35     

S2  2.27    

S3   0.57   

S4   1.03   

燃
料
遮
断
弁 

S5     0.78  

S1   0.52   

S2   0.30   

S3   1.57   

改
質
ガ
ス
弁 

S4   1.60   

S1   0.79   

S2   1.20 0.24  

S3   1.25   

改

 
 
 

電
磁
弁 

質
水 

S4   1.52   

S1 0.83   

S2 1.44  
補
給
水 

 

遮
断
弁 S3 0.73  
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   流量計・センサーの状況 

  補機メーカー 

機器名 システム

メーカ 
M1 M2 M3 M4 M5 M6 M7 M8 M9 

Ｓ１ 2.39          

Ｓ２  0.51        

Ｓ３  0.50        

ガ
ス
流
量
計 

Ｓ４    0.60      

Ｓ１ 1.78          

Ｓ２  0.44        

Ｓ３  0.90        

Ｓ４ 1.48   20       

空
気
流
量
計 

Ｓ５  0.53        

Ｓ１     0.82     

Ｓ２      1.88    

水
流
量
計 Ｓ３         0.29 

Ｓ１        1.41   

Ｓ２    1.15   0.15    

圧
力
セ
ン
サ
ー
・

圧
力
ス
イ
ッ
チ Ｓ３    1.29      
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定置用燃料電池市場化戦略検討会委員 

 

 

 

足立 晴彦 東京ガス(株) R&D企画部 燃料電池担当部長 

 

飯島 久 荏原バラード(株) 営業企画部長 

 

池田 紳一 東芝燃料電池システム(株) 企画統括担当部長 

 

池松 正樹 新日本石油(株) 新エネルギー本部 FC事業２部長 

 

鴨下 友義 富士電機アドバンストテクノロジー（株）燃料電池部長※ 

岡 嘉弘 富士電機アドバンストテクノロジー（株）燃料電池部次長 

 

（座長） 

里見 知英 燃料電池実用化推進協議会 企画第２部長 

 

柴田 恒雄 松下電器産業(株) くらし環境開発センター 

                         FC 事業開発室長 

 

竹政 一夫 三洋電機(株) コマーシャルグループ コマーシャルカンパニー 

           新規事業統括BU 燃料電池ビジネスユニット BUリーダー 

 

本田 国昭 大阪ガス(株) 技術部門 理事 

 
         （五十音順） 

 

※検討会発足時の委員 

 

 

検討会事務局 

資源エネルギー庁 省エネルギー新エネルギー部 政策課 燃料電池推進室 
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参考２ 



 

 



 

 

 



 

 



（仮訳） 
水素経済に関する国際パートナーシップ 運営委員会 

北京アクションプラン 
 

 
水素経済に関する国際パートナーシップ運営委員会は、２００４年５月２６－２７日に中

国・北京で招集された。運営委員会は、以下のアクションプランを採択した。 
 
 
運営委員会実施計画の作成 
６０日以内に、事務局は、運営委員会メンバーによるレビューに付すため、ＩＰＨＥ枠

組文書（ＴＯＲ）に基づき運営委員会実施計画を作成する。実施計画の諸活動やプロジェ

クトは、５月２６日に実施された運営委員会の将来展望検討プロセスで特定されたものと

整合的なものとされる。運営委員会実行計画の策定によって、ＩＰＨＥの諸活動及び委員

会に関する非公式文書は取り消された。 
 
 
国際基準・標準活動に対する IPHEの適切な役割の明確化 
実行・運営委員会は、基準・標準に関する専門家委員会を設立し、１）水素・燃料電池

に係る最近の国際的な活動状況、特に国際協調のために欠けている点を含む状況を明らか

にする、２）可能であれば、IPHEがこの分野で果たすべき役割について、運営委員会に提
言する。２００５年中旬までに、実行・連絡委員会は、専門家グループで得られた留意点

と提言について運営委員会に報告する。 
 
 
IPHEへの利害関係者の参加に対する道筋の明確化 
運営委員会議長は、IPHE活動への利害関係者の参加の枠組みと形態を明らかにするため
に、運営委員会及び実行・連絡委員会のメンバーから構成される共同タスクフォースを招

集する。参加国には、カナダ、EC、イタリア、フランス、ノルウェー、英国及び米国が予
定される。 
 
 
IPHE啓発普及資料集の作成 
事務局は、５月２６日の運営委員会の将来展望検討プロセスで特定されたものと整合的

になるよう広報資料集を作成する。これらは、以下のものを含む。１）国際会議や国際フ

ォーラムでメンバー国が使用するための IPHE パンフレット、２）水素社会とＩＰＨＥの
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役割に関し、明確かつハイレベルなメッセージを伝える閣僚レベルの高官向け説明資料、

３）公衆への信頼を確立するための教育用資料及び４）水素社会の利点、社会的認知及び

リスクに関して情報提供する IPHEウェブサイトの強化。 
 
 
IPHEパートナーの研究開発マネージャー会合の招集 

IPHEメンバー水素ロードマップが概ね編集された後、実行・運営委員会は、IPHE加盟
各国の研究開発マネージャー会合を招集する。この会合は、各国間で行われている研究開

発を紹介し、各国間での格差を明らかにし、将来必要な研究項目について検討するととも

に冗長性を排除することを目的とする。 
 
 
ＩＰＨＥ水素ロードマップの編集 
実行・連絡委員会は、燃料電池自動車及び定置用燃料電池プロジェクトの世界地図を作

成する。世界地図は、水素社会を発展させる官民パートナーシップの成功例について、一

覧化し、評価し、分析する。この作業でも既存の実証試験プロジェクトの橋渡しする上で

のギャップと、プロジェクト終了時に学ぶべき点を明らかにする。世界地図の作製に続い

て、実行・連絡委員会は、各メンバー国に対して、水素・燃料電池プログラムに関するレ

ビューを編集する。本レポートの主要部分は、２００４年秋に出版された「ＩＥＡ水素・

燃料電池の各国プログラムレビュー」で記載された情報で構成される。実行・連絡委員会

は、ＩＥＡレポートと同様の情報の提出を非ＩＥＡメンバー国に要請する。 
 
 
水素製造、水素貯蔵及び先導的燃料電池に関する国際会議の開催 
実行・連絡委員会は、水素製造、貯蔵、燃料電池の安定性、コスト低減といった水素研

究開発に関する優先度の高い一連の国際会議の開催を計画する。最初の国際会議は、水素

貯蔵に関し、２００５年６月に開催される。水素製造と燃料電池に関する国際会議は、２

００５―２００６年中に開催される。 
 
 
ＩＰＨＥ会合の日程案 
運営委員会は、今後の会議スケジュールを次のように提案する。提案されたスケジュー

ルに関係する開催国メンバーは、事務局にコンファームする。ＩＰＨＥメンバーは、２０

０５年に閣僚級会合を招集する必要性について検討する。 
 
 

 2



 3

 
 
年 運営委員会 実行・連絡委員会 その他 

２００３ 米国（閣僚級） 米国（閣僚級）  
２００４ 中国（５月） ドイツ（３月）  
 フランス（１２月） アイスランド（９月）  
２００５ 日本（５月） ブラジル（３月） イタリア（貯蔵） 
 アイスランド（１１月） 中国（９月）  
２００６ カナダ（４月）   
 ブラジル   
 
 
その他 
・ 全メンバー国は、各国の水素関係のウェブサイトのアドレスを提供するよう求められる。 
・ 全メンバー国は、公的なウェブサイトで利用可能とする前に、IPHEウェブサイトの制
限エリアの内容を精査するよう求められる。 
・ メンバーは、５年以内に IPHE枠組文書を改正することを決定した。 



 



 



 



 



 
 



（仮訳） 
水素経済に関する国際パートナーシップ 実行・連絡委員会 

レイキャビック・アクションプラン 
 
１）スコーピングペーパーの公表 
a. 計画会合：スコーピングペーパーのリーダーは、共同議長と事務局とともに、第３回実
行・連絡委員会に先立ち会合を行い、スコーピングペーパーの特定トピックに関する

次のステップを計画する。 
b. コメントの集約：スコーピングペーパーのリーダーは、当該会合で議論された意見を集
約する。メンバーは、コメントがあれば、２００４年１０月２９日までに、事務局に

その写しを送付するとともに、スコーピングペーパーのリーダーに提出する。 
c. 公表：事務局は、共同議長の助けを得つつ、２００４年１２月までに、共通の序論を付
加して、各ペーパーを調和させ、実行・連絡委員会作成の「未定稿文書」として公表

する。 
連絡先：ＩＰＨＥ事務局 
 iphe@ee.doe.gov 
 
２）ＩＰＨＥ共同研究に関する文書の完成 
 ２００４年１０月２９日までに、実行・連絡委員会のメンバーは、「ＩＰＨＥ共同研
究」の筆頭著者のポール・ルチェース氏に最終意見を提出する。著者と共同議長は事

務局の助けを得つつ、２００５年１月の運営委員会で提案、了承を求める文書を完成

させる。 
連絡先：ポール・ルチェース（フランス） 
 lucchese@zoe.cea.fr 
 
３）「再生可能エネルギーからの水素製造に関する国際会議」の開催について 
 欧州委員会、ロシア及び米国は、２００５年１０月にＩＰＨＥの下での共同研究開発
のあり方を示すため、「再生可能エネルギーからの水素製造に関する国際会議」を主

催する。 
連絡先：ビクター・ラルドー（ＥＣ） 
 litp@iht.mpei.ac.ru 
  ピーター・デブリン（アメリカ） 
 Peter.Devlin@ee.doe.gov 
 
４）優先的な燃料電池共同研究プロジェクトに関する国際ワークショップの開催 
 燃料電池に関するスコーピングペーパーの筆頭著者は、IPHE メンバー国から選ばれ

mailto:iphe@ee.doe.gov
mailto:lucchese@zoe.cea.fr
mailto:litp@iht.mpei.ac.ru
mailto:Peter.Devlin@ee.doe.gov


た専門家とともに、優先的で有効性のある特別な共同研究開発プロジェクトを立案し、

２００５年の早い時期にワークショップの開催を目指す。 
連絡先：スティーブ・チョーク及びバリ・ライトナー（アメリカ） 
 valri.lightner@ee.doe.gov 
 
５）水素の社会経済影響に焦点を充てるタスクフォースの設立 
 ＩＥＡ事務局と協力して、日本、フランス、ドイツ、アイスランド、カナダ、英国、
韓国、イタリア、中国、ノルウェー、ブラジル及び米国が主体となるタスクフォース

が、水素経済の関係する社会経済への影響データの共通データベースを開発する。 
連絡先：フランソワ・モワザン（フランス） 
 francois.moisan@ademe.fr 
  スタニスラフ・マリシェンコ（ロシア） 
 litp@litp.mpei.ac.ru 
 
６）水素貯蔵に関する国際会議の開催 
 IPHEは、効果的な共同研究開発を示すため、２００５年６月２０－２２日にイタリ
ア・ルッカで水素貯蔵に関する国際会議を開催する。 

連絡先：ピエルパオロ・ガリバルディ（イタリア） 
 pierpalolo.garibaldi@tiscali.it 
  スタニスラフ・マリシェンコ（ロシア） 
 litp@litp.mpei.ac.ru 
  スニータ・サティヤパル（アメリカ） 
  
７）安全・基準標準タスクフォースの設立 
運営委員会の北京アクションプランに従って、実行・連絡委員会は、安全・基準標準

タスクフォースが会合を持ち、２００５年１月の運営委員会で討議に付すため、この

重要分野でのＩＰＨＥの役割の概要を示すスコーピングペーパーを進展させること

を強く要請する。 
連絡先：マーク・ステーン（ＥＣ） 
 marc.steen@cec.eu.int 
 
８）啓蒙普及の強化支援 
 ２００４年１０月までに、オーストラリア、ドイツ、英国及び米国は、「企業と利害
関係者の政策概要」の説明資料及びファクトシートに関する意見を事務局に提出する。

事務局は、それらを改訂し、２００５年１月の運営委員会で最終承認に付す。 
連絡先：ＩＰＨＥ事務局 

mailto:valri.lightner@ee.doe.gov
mailto:francois.moisan@ademe.fr
mailto:litp@litp.mpei.ac.ru
mailto:pierpalolo.garibaldi@tiscali.it
mailto:litp@litp.mpei.ac.ru
mailto:marc.steen@cec.eu.int


 iphe@ee.doe.gov 
 
９）水素教育 
 ブラジル、ドイツ、アイスランド、日本及び米国は、水素教育に関するプログラムと
カリキュラムを作成するためのタスクフォースを設立する。他のメンバーは、２００

４年１０月２９日までに当該タスクフォースへの参加希望を事務局に通知する。 
連絡先：ＩＰＨＥ事務局 
 iphe@ee.doe.gov 
 
１０）国際会議・ワークショップへの参加 
 事務局は、水素・燃料電池に関する国際会議のリストをＩＰＨＥウェブサイト上で更
新する。実行連絡委員会メンバーは、ＩＰＨＥの目的を利害関係者に周知するため、

これらの活動に参加することが求められる。また、ＩＰＨＥに関連する国レベルその

他のイベントに関して、事務局に通知することが求められる。ＩＰＨＥの名を冠して

開催される場合には、共同議長はより正式な参加手続を準備する。 
連絡先：ＩＰＨＥ事務局 
 iphe@ee.doe.gov 
 
１１）水素・燃料電池実証プロジェクトに関する世界地図 
 トルスタイン・シグフソン氏は、ＩＰＨＥ事務局の協力を得て、実証プロジェクト世
界地図の作成を主導し、実行連絡委員会メンバーが入力できるよう特徴の整理項目を

準備する。 
連絡先：トルスタイン・シグフソン 
 this@simmet.is 
 
１２）IPHEロードマップの作成 
 北京アクションプランに従って、IPHE 事務局は、IPHE ロードマップを得るための
手続を検討する。実行・運営委員会は、IPHE ロードマップの「同期化」と「提示」
のためのワークショップを開催する。 

連絡先：IPHE事務局 
 iphe@ee.doe.gov 
 
１３）IPHE研究開発マネージャー会合 
 IPHE ロードマップが完成されてから、実行・連絡委員会は、IPHE 研究開発マネー
ジャー会合を招集する。 

連絡先：IPHE事務局 

mailto:iphe@ee.doe.gov
mailto:iphe@ee.doe.gov
mailto:iphe@ee.doe.gov
mailto:this@simmet.is
mailto:iphe@ee.doe.gov


 iphe@ee.doe.gov 
 
１４）IPHEプロジェクトの名称付与 
 事務局は、IPHE 実行・連絡委員会プロジェクトの名称付与に関する手続上の枠組案
を作成する。 

連絡先：IPHE事務局 
 iphe@ee.doe.gov 
 

以上 

mailto:iphe@ee.doe.gov
mailto:iphe@ee.doe.gov


水素における国際標準化進捗状況 参考３

ISO／TC197 WG 規格案と現況概要 
                                                                                                                          (財)ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ振興協会 

H17 年４月１日現在                                                      

WG Doc.Ｎｏ． タイトル Convener Expert 採択 経   過 ・ 現       況 国内 WG委員会等の動き     今後の動き・課題など 

１ 
ISO DIS 

13985 

Liquid hydrogen ‐ Land Vehicle 

Fuel tanks（車載用液体水素燃料

タンク） 

R,Hay 

(Canada) 
小川 敬 

(岩谷産業)
‘９７

・Ｈ16 年 1 月ＤＩＳ 投票回付 (締切り： 3 月 15 日)  

・KHK よりの要請に基づき、技術理由を付して反対投票。 

･投票の結果、賛成９、反対２(日本、米国)で承認。 

･’04/12.6-7,米国にて国際会議(小川、家入出席)、FDIS 発

行に向けて大筋合意。 

・容器の設計温度規定に異議 

・最終ドラフト（FDIS）投票案は今春回付予

定。我国は賛成へ。 

２ CD 13986

Tank containers for multimodal 

transportation of liquid hydrogen 

（液体水素輸送用ｺﾝﾃﾅｰ） 

- 
小川 敬 

(岩谷産業) ‘９７

・CD は破棄され､ISO/TC220（WG1:極低温液体ｺﾝﾃﾅｰ）に

て ISO化すること決定。ＴＣ１９７はリエゾンとして参加。 

 

― 

 

・４月14-１５日、米国にてTC220としての国際会議

設定。 

５ 
ISO DIS 

17268 

Gaseous hydrogen ‐ Land vehicle 

fuelling connectors 

（自動車用用ガス水素燃料コネク

ター） 

L.Gambone

(Canada) 

Powertech 

Lab. 

 

石山日出夫

(いすゞ中研)

松岡美治 

(岩谷産業)

‘９７

 

・米国 SAE 作成の規格案（J2600）をベースにＤＩＳとして投

票回付(７/5)、 エキスパートと確認の上反対投票。 

・’04.7 月投票結果、承認。(日本、ドイツ、フランス反対) 

・’05.２月２１-２２日、フランス（Annecy）で投票後の会議 

 開催。（石山委員派遣） 5 月に再度米国で集約会議 

                        ― 

・DIS-2 としてまとめ、コメント回付予定。 

 →我が国としては昨年フランスで議論され

た内容が FDIS に反映されれば賛成予

定。 

６ 

ISO DIS 

15869 

(1-5) 

Gaseous hydrogen and hydrogen 

blends - Vehicle fuel tanks（車載用

ガス水素燃料タンク）  

G.Webster 

(Canada) 

Powertech 

Lab. 

 

秋山浩司 

(ＪＦＥコンテ

ナー) 

田村(日産)

富岡（ＪＡＲＩ）

‘９７

・Ｈ16 年 6 月 15 日締め切りにてＤＩＳ投票。 

・一般規定については不承認(日本、ドイツ、ﾌﾗﾝｽ等５カ国 

 反対票。(容器毎の４項目の内３項目承認) 

・本年１月 17-19,パリにて DIS2 としての発行を目指す国際

会議開催。(秋山委員都合悪く、家入出席) → 審議未了

となり４月 4-6 にドイツで再度会議開催（秋山、富岡派遣） 

・H１６年度、2 回、自動車側（ＪＡＲＩ，トヨタ、日産自）と容

器側（ＫＨＫ、ＪＦＥコンテナ）の合同会議設定。 

・自動車側よりは現状ＩＳＯ案は試験条件が厳しすぎ商

業化の障害になる等の主張、容器側は「安全」を担保す

る上では現状案で進めるべきとの主張。 ４月のﾄﾞｲﾂで

の会議を受けて、最終調整の要。          

・H１６年 10 月 21 日 2 回目の国内の合同会

議開催.-自動車側、容器側、KHK、エネ

庁、NEDO参加。 

・４月のドイツ国際会議にてＤＩＳ２発行に向け

て合意を目指す。 

８ 
CD Draft 

22734-1

Hydrogen generators-using water 

electolysis  process（水電解水素

製造装置） 

Randy Dey

(Canada) 

 

小関 和雄

（ＦＣＤＩＣ） 
‘０２

/1 

・H16.10月DISコメント回付。H17. .２月・２３日、国際会議(ｱ

ﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ)ＤＩＳコメント集約後、今春投票。 

家庭用水電解装置のＷＧﾄﾞﾗﾌﾄ受領(‘05.6 月ＣＤ作成) 

― 

 

・産業用ＤＩＳについては賛成投票の予定。 

・家庭用ﾄﾞﾗﾌﾄについての我国の対応。 

 

 

９ 

 

ISO DIS 

16110-1,(

安全) 

-2(性能)

Hydrogen generators using fuel 

processing technologies  

 (改質器) 

Falco Thuisl
Gas Tec. 

(Netherland)

岡田 治 

（ﾙﾈｯｻﾝｽｴﾅ

船津秀一 

(日揮) 

’０２

/12 

・6 月各国コメントに基づき 6 月横浜でWG 国際会議開催 

・Ｓａｆｅｔｙと Performance(性能)に分けて規定することで進

め、Safety 規定を先行して 10 月にＤＩＳ回付。(コメント要

請) 性能試験ﾄﾞﾗﾌﾄ受領。’05.3 月コメント送付済み。 

JEMA, 富士電、東芝、三菱電、三洋電、三菱化工、三

菱重、新日石、コスモ石油、松下電工、東京ガス、千代

田化、日揮、ＴＥＣ 

・第７回 WG 会議開催（２月２日）：DIS「安全」への対応、

ＷＤ「性能」への対応協議。    

・「安全」に関するＤＩＳには基本的に賛成する方向

で集約。｢性能」については IEC105(燃料電池)Ｗ

Ｇ４ﾄﾞﾗﾌﾄをベースにしていることから、ＩＥＣ１０５

（ＪＥＭＡ）と合同で協議、対応。(３月 23 日) 

１０ CD16111 

Transportable gas storage devices 

‐ Hydrogen absorbed in reversible 

metal hydride (水素吸蔵合金タン

ク) 

Ned Stetson

(USA) 

Texaco 

Ovonic 

秋葉 悦男

（産総研） 

日重化:角掛

JSW::岩本 

‘０２

/12 

 

・’04.8 月 4 日国際電話会議、9 月国際会議(カナダ)出席、

11 月に CD ドラフト(for Comment)回付中。 

・今春ＤＩＳ(投票)回付予定。 

産総研、JARI, トヨタ、日本重化、日本製鋼所、マツダ、

NMC、大同メタル, 日本酸素、,鈴木商館、 

・秋葉、角掛、寺尾、小関、家入にてチームを組み対応。

・日本側は種々データなどを提示する事で、ドラフト

に我が国コメントが相当反映されている。投票に

は賛成の方向。 

１１ 
ISO/TS 

20012 

Gaseous Hydrogen/Hydrogen 

blends -  Fuelling Stations 

 (水素供給ｽﾃｰｼｮﾝ) 

Randy Dey 

（Canada） 

 

 

 

 

松岡美治 

(岩谷産業)

藤井貴 

(ガス協会)

小関 

（ＦＣＤＩＣ） 

宮下 

（ＥＮＡＡ） 

‘０３

/１０

・第 1 回国際会議 2月 25 日、カナダ(トロント)開催 

・H16.6～7 月第 1 回コメント。8 月末に第 1 回取りまとめ、 

・本年２月２１-２２日、アムスにて第２回国際会議 

 (松岡、小関、家入出席) ４月離隔距離に関する国際電

話会議設定。次回国際会議はは６月末予定。 

岩谷、ガス協会(ｴｷｽﾊﾟｰﾄ)、大ガス、東ガス、石油連盟、

出光、コスモ、昭ｼｪﾙ、日酸、JAG,新日鉄、トキコ、JSW, 

日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘ、三菱化工、ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ;PEC,FCCJ,本田、 

TEC,日揮など 計２８名 ・TG-4(レイアウト)国内ＷＧ会

議開催（11 月 30 日） 

・第２回国際会議で我国コメントはある程度

取り入れられたが、離隔距離などは今後更

に検討。本年中にＴＳﾄﾞﾗﾌﾄ合意を目指す。  

１２ 

ISO14687

1999/AWI

Amd.1 

Hydrogen Fueｌ Product 

Specification 

(水素燃料―製品仕様) 

高木靖男 

(武蔵工大) 

 

 

 

JAR 渡辺、、

富岡他、トヨ

タ :藤本、日

産:田村、ガ

ス 協 会 : 安

田、ENAA 

‘０３

/１０

・第 2 回国際会議は９月 20-２１日、英国（Newcastle）にて

開催。第３回は‘05.1 月 24-26 米国(ｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺ)開催。 

    (ＪＡＲＩ，安田、家入参加) ―米国より不純物に関する

対案提示あり。 次回６月末日本開催予定。 

･ｺﾝﾋﾞﾅｰ:武蔵工大・高木先生、JARI、トヨタ、日産自、ガ

ス協会、大ガス､東ガス、東邦ガス、石油連盟、新日石、

出光、コスモ、昭ｼｪﾙ、コスモ、岩谷、日酸、新日鉄、 

JAG,三菱化工、ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 9 名 計３０名 

・本年２月４日、国内ＷＧ会議―国際会議報告会開催 

・TS として発行を目指す事で日米合意。 

・計測すべき不純物の範囲、濃度につい

ての今後のつめ。本年中にＴＳﾄﾞﾗﾌﾄ合

意目指す。 

Ad  

Ｈok  

ｸﾞﾙｰ

ﾌﾟ 

 

Hydrogen Componet 

（水素部品―ガス検知器、バル

ブ、計器類など） 

R. Dey 

小関 

（ＦＣＤＩＣ） 

宮下 

（ＥＮＡＡ） 

‘04/

10 

・水素部品の国際標準化を検討する為の国際委員会を設

置。（カナダ、米国、日本、イタリア、ノルウエー等 7 カ国

参加） 第１回国際会議５月２４日開催通知．(小関、村 y

間派遣予定)。 

・１月に｢水素検知器ＷＧ委員会｣、２月に「水素部品ＷＧ

委員会(バルブ、ホース、計器)」立ち上げ。 

･産総研(名古屋)にて、水素検知器の国際標

準提案準備中。国内ＷＧ委員会にてサポ

ート。５月２４日 Ad Hoc 会議でプレゼン？ 

(*ISO 文書：NWIP：New Work Item Proposal(新規提案)、WD; Working Drafts(作業原案)、 CD: Committee Draft(委員会原案) 、TR: Technical Report(技術報告書)、PAS: Publicly  Available Spec.(一般公開仕様書)  

TS：Technical Specification (技術仕様書)、DIS：Draft International Standards(国際規格案)、FDIS： Final Draft International Standard(最終国際規格案)、ISO：International Standard(国際規格) 



平成１７年４月１日現在

定置用燃料電池における国際標準化進捗状況（１）

山本 修

（富士電機ｱﾄﾞﾊﾞﾝ
ｽﾄﾃｸﾉﾛｼﾞｰ）

Kelvin Hecht

（米）

Gerhard Filip

（独）

Kelvin Hecht

（米）

Convener

FDIS 原案を４月に提出し、現在フランス語訳待ちである。９月頃発行
予定であり、２ヶ月間の回付後国際標準（IS）となる予定。東京で開催
された国際WGではIS 完成後の修正案について議論を行った。その
中には日本が提案してきてIS には採用されなかった安定性の問題、
ガス種の問題も含まれる。2005年2月現在FDISは発行されていない。
コンベーナ山本(富士電機アドバンストテクノロジー)。

JEMA
井原（JEMA）

WG4

（定置システム
性能試験法）

5月にバンクーバーで国際会議。CD（委員会原案）の案をまとめた。
全体会議ではＣＤ発行がNP（新規提案） 成立後３年以内という規定
に違反したため、再度NP を提出し、それに本CD を添付するようIEC 
本部より指示を受けた。9月にNPが発行された。12月10日ＩＥＣ投票
締め切り。承認された。1月末国際会議を開催し、議論を進めた。ドラ
フトと各国の規制が異なる場合は厳しい方を採用。今回の議論を反
映させCDV（投票委員会案）を4月に委員に配布し修正を加えＩＥＣ本
部に提案予定。

JEMA
井原（JEMA）

WG3

（定置システム
安全用件）

７月１８日締め切りのFDIS（最終国際規格案）投票で承認。燃料電
池の規格第１号になる。今後は冷媒を除いての絶縁試験方法など
改正案の検討に入る。2005年2月段階でIS（国際規格）にはなってい
ない。

JEMA
井原（JEMA）

WG2

（モジュール）

ＤＴＳ(技術仕様書案)投票を経てTS(技術仕様書)へ移行することが
決まった。今後は各WGの活動を反映させ、メンテナンスしていくこと
が確認された。投票の結果承認される。IEC/TC105の用語集として
まとまる予定だが2005年2月段階でTSが発行されていない。国内Ｗ
Ｇで燃料電池用語（JIS）フォロー.国際標準にあって、JISC8800にな
いものを抽出中。

JEMA
井原（JEMA）

WG1

（用語と定義）

IEC

/TC105

進捗状況日本側

事務局

項目



平成１７年３月２２日現在

定置用燃料電池における国際標準化進捗状況（２）

Jeff Grand

(加）

Andreas 
Piepereit

（独）

Gerhard 
Huppmann

（独）

Convener

日本から提案の小型移動用はアンケートを配布し、各国
の意見を聞いたところ国際標準を進める方向となった。
（ＷＧ６とは別に扱う）

JEMA
井原（JEMA）

その他

CDが６月に締め切られ、東京でのWGで提出されたコメ
ントを審議し、CDV（投票委員会案）に移行することを決
定した。現在のドラフトは安全性のみを対象としている。
２月にCDVを発行。性能は別途NP （新規提案）を提出し、
別規格としていく予定である。

JEMA
井原（JEMA）

WG7

（ポータブル用）

IEC、ISO の両方の上層委員会でISO/TC２２/SC２１の
下でISO/IEC の合同WG として行うことが決定されてい
たが、全体会議では自動車業界は現状の技術を考慮す
ると標準化に取り組むのは時期尚早と考えており、標準
化活動を中断する旨報告があった。

JARIWG6

（移動用）

4月の国際会議がキャンセルされるなど活動が進んでい
ない。東京での国際会議もキャンセルされ、全体会議に
おいてコンビナを交代することが決まった。その後、新コ
ンビナからドラフト原案の提示があり、それを叩き台に10
月にミュンヘンで議論を行った。小型と大型を分離して議
論。2005年2月国際会議を開催し、議論を進めた。次回
2005年秋トロント。その後ＣＤ（委員会原案）予定。

JEMA
井原（JEMA）

WG5

（定置用設置用件）

IEC

/TC105

進捗状況日本側事務局項目



平成１７年３月２２日現在

携帯用燃料電池における国際標準化進捗状況

WG9

（性能試験法）

Ｈ１６年３月NWIP（新規項目提案）を提出。６月に承認され日

本で第１回WG9が開催。９月にシカゴで第２回、Ｈ１７年１月

にサンディエゴで第3回ＷＧを開催し、５月に東京で第4回Ｗ

Ｇ開催予定。

WG10

（互換性）

Ｈ１６年４月NWIPを提出。６月に日本でad hoc WG（準備作

業グループ）が開催。７月に承認され、９月にシカゴで第１回

、１月にサンディエゴで第2回ＷＧを開催し、５月に東京で第3

回ＷＧを開催予定。

Ｈ１６年２月にワーキング発足。６月に日本で第２回WG、９

月にシカゴで第３回、Ｈ１７年１月にサンディエゴで第４回Ｗ

Ｇを開催。Ｈ１７年５月東京で第5回ＷＧ開催予定。

WG8
（安全性）

項 目 進 捗 状 況

IEC
TC105

Convener 日本側事務局
Expert

Harry 
Jones
（米）

JEMA
木下（JEMA）

横山 宏
（日立）

上野文雄
（東芝）

JEMA
木下（JEMA）

JEMA
木下（JEMA）



平成１７年３月２３日現在
燃料電池自動車における国際標準化進捗状況

項 目 進 捗 状 況
T
C2
2
/S
C
21

(
電
気
自
動
車
)

旧WG6（自動車用FCシステムの安全・性能）は、ISO/TC22/SC21との活動重複から活動保留となり、現在ISOと

IECのｼﾞｮｲﾝﾄWGを発足させることで合意。SC21主導で議論予定。なお、これら状況を反映し、TC105の活動範

囲から「自動車用」は削除された。

TF1:性能
ﾘｰﾀﾞ:Dr.Brusaglino
伊/Fiat

日本案ﾍﾞｰｽに議論。H16.4にDIS原案化し、迅速法でのNWIPを提

出。DIS化はならず、CDから議論継続し、DIS化への投票実施。日

本からは耐電圧試験不要として反対。

日本案に米国案を加えて議論実施。H16.4にSC21内の共通用語

とする方針に変更し、TFをWG1下に移した。H16.11にTR化に合

意、日本からもコメントを提出し、議論継続。

TF:用語
ﾘｰﾀﾞ:Dr.Orchowski
(独）/Consultant

IEC

WG12（FCV用水
素の製品仕様）

事業成果を基に、FCV用水素燃料のNWIPを提出。日本が幹事国

となり議論を継続中。H17末を目標に小規模導入段階用としてTS

化する予定。合わせて大量普及後のためのIS化を目標に長時間

試験法なども議論を開始予定。

日本案ﾍﾞｰｽに議論実施。30分最高速試験は残す。

FCHEVの最高速は、メーカ指示のSOC最大での最高速と

することに合意。NWIP化の予定。

Convener
日本事務局

Expert

Dr.Orchowski
独/Consultant

藤本佳夫/ﾄﾖﾀ

W
G2
(性
能
）

酒井孝之/JARI
佐藤桂樹/ﾄﾖﾀ
藤本佳夫/ﾄﾖﾀ

酒井孝之/JARI
鈴木健三/ﾎﾝﾀﾞ
藤本佳夫/ﾄﾖﾀ

酒井孝之/JARI
清水健一/産総研
佐々木正一/ﾄﾖﾀ 走

行
性
能
燃
費

高木靖雄/
武蔵工業大学

富岡/JARI･家入/ENAA
田村/日産,藤本/ﾄﾖﾀ,安
田/ガス協,渡辺･赤井
/JARI

日本案ﾍﾞｰｽに議論実施。燃費を第1優先にNWIP提出。04

年12月承認される。燃費測定法規格の基本骨格はでき、水

素測定法は、日本からのデータ提供で議論継続。

W
G
1
（
安
全
）

酒井孝之/JARI
清水健一/産総研
藤本佳夫/ﾄﾖﾀ

WG5:充填ｺﾈｸﾀ

T
C1
9
7

（
水
素
技
術
）

IS
O

Mr.Ganbone
ｶﾅﾀﾞ/Powertech

WG6:圧縮水素ﾌﾞ
ﾚﾝﾄﾞｶﾞｽﾀﾝｸ

Mr.Webster
ｶﾅﾀﾞ/Powertech

富岡秀徳/JARI
石山日出男/いすゞ

富岡秀徳/JARI
田村浩明/日産
秋山浩司/JFEｺﾝﾃｲﾅ

SAE J2600が持込まれ、DIS原案で迅速法により回付され、賛成多

数で承認された。日本は、ﾍﾞｰｽのJ2600が未完成等の理由で反対

投票した。今後は70MPa用等の議論開始予定。

DIS原案で迅速法により回付されたが、5つのﾊﾟｰﾄのうち日独米の

反対により２つ（一般、Type4容器）が否決されたため、継続議論中。

TC105（燃料電池）

１:提案段階 NWIP(New Work Item Proposal)

２:作成段階 WD(Working Draft)

３:委員会段階 CD(Committee Draft)

４:照会段階 DIS(Draft International Standard)

５:承認段階 FDIS(Final Draft International Standard)

６:国際規格 ISO(International Standard)



参考４

燃料電池実用化戦略研究会報告（２００１年１月）
提言内容への対応状況

項目 報告書における提言内容 現在までの対応状況及び今後の予定 

技術開発の 
推進 

 

●燃料電池技術開発戦略の策定 
●大学、ベンチャー型企業への支援 
 

○平成13年8月 固体高分子形燃料電池技術開発戦略を作成 

○技術開発戦略を踏まえ、重点化した予算を獲得 

・「固体高分子形燃料電池システム技術開発」等 

○平成14年7月 次世代燃料電池等の技術開発を実施 

         （大学等の提案テーマを採択） 

○平成15年4月「水素安全利用等基盤技術開発」を開始。 
○平成16年度 「固体酸化物形燃料電池システム技術開発」を開始 
○平成 17年度 「固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発」「燃料電池

先端科学研究事業」「燃料電池導入促進戦略広報等事業」

を開始予定 

 
実証試験 

 

●水素供給ステーションを組み合わせた

燃料電池自動車の公道走行試験の実施 
●定置用燃料電池の実証試験の実施 
 

○平成14年度から3年計画で実証試験を開始 

・「固体高分子形燃料電池システム実証等研究」 

   ・燃料電池自動車は国内外自動車メーカー５社が参加  

   ・水素供給ステーションは東京・横浜地区に５ヶ所建設 

   ・定置用燃料電池は環境条件の異なる全国12ヶ所に設置 

○ 平成15年度 実証試験の規模拡大 
・「固体高分子形燃料電池システム実証等研究」 
・ 燃料電池自動車は国内メーカ3社が新たに参加 
・ 水素供給ステーションは多摩・相模地区に３箇所に新規建設 
・ 定置用燃料電池は全国31箇所に設置 
・「新エネルギー等地域集中実証」 
・ 青森県(八戸市)、愛知県(博覧会会場)、京都府で実証事業を開始 

○ 平成16年度 実証試験の規模拡大 
・「固体高分子形燃料電池システム実証等研究」 
・ 水素供給ステーションは秦野・青梅地区に 2箇所に新規建設 
・ 博覧会会場にて燃料電池バス及び水素供給ステーションの実証 
・ 定置用燃料電池は全国 33箇所に設置 

○ 平成17年度 定置用燃料電池の大規模実証を開始予定 
・「定置用燃料電池大規模実証事業」 

 

JHFC



項目 報告書における提言内容 現在までの対応状況及び今後の予定 

基準・標準 

の整備 

●安全性等の基準の策定、機器・燃料等

の規格化による標準化 

●国際標準化（ISO、IEC）活動への参加 

 

○ミレニアム・プロジェクトを引き続き実施 

・「固体高分子形燃料電池普及基盤整備事業」 

○平成 15 年度   FCV 安全、FCV 性能、FCV 用語、水素製品仕様について

作業文書(WD)を作成(日本提案採用) 

○平成 15 年 7 月 定置用システム性能試験方法の委員会原案(CDV)作成

(日本提案) 

○平成15年 9月  マイクロFC安全規格を新業務項目(NWIP)として提案 

○平成 17 年度 固体高分子形燃料電池システム等の普及・促進に資する基

盤整備のため、新規予算を計上 

・「水素社会構築共通基盤整備事業」 

規制の 
再点検 
 

●安全確保を前提とした各種現行規制の

再点検 
○平成14年5月 内閣官房に「燃料電池実用化に関する関係省庁連絡会

議」を設置 

○平成14年10月  同会議で規制の再点検の道筋をとりまとめ(6法律28項

目） 

○水素の安全性に関する試験データ取得を支援するために、新規予算を計上 

 ・「水素安全利用等基盤技術開発」 

○ 平成16年度末 規制の再点検(６法律28項目)の見直しの完了 

導入促進 
 

●初期需要創出のため、国・自治体等の

率先導入 
●モデル事業等水素供給インフラ整備へ

の支援 

○平成14年12月 世界に先駆けて試験的市販がなされた燃料電池自動車 

         ５台を、政府として率先導入 

○平成14年12月 導入された燃料電池自動車に水素を供給するため、経済

産業省敷地内に移動式の水素供給設備を設置 

○平成15年    経済産業省、国土交通省、環境省に燃料電池自動車3
台を追加導入(合計8台) 

○平成17年２月 世界初の商用機としての定置用燃料電池2台を、首相新
公邸に導入 



項目 報告書における提言内容 現在までの対応状況及び今後の予定 

社会的 
受容性 
の向上 

 

●デモンストレーション走行等実証試験

の実施 
●燃料電池／水素エネルギーに関する広

報の実施 

○平成13年12月 総理、関係閣僚、各会派代表等による燃料電池自動車  

試乗会開催 

○平成14年2月  小泉内閣総理大臣 施政方針演説（第154回国会）に  

おいて、燃料電池の3年以内の実用化を目指す旨を発言 

○平成14年4月  小泉内閣総理大臣 閣僚懇談会で燃料電池自動車市販  

第１号の政府率先導入を指示 

○平成14年12月 政府の燃料電池自動車納車式 

○平成14年度   実証試験内での普及啓発活動を実施（実証試験オープニ

ングセレモニー、燃料電池セミナー、ショールーム  等で

の公開） 

○ 平成15年 8月 燃料電池バス運行開始。 
○ 平成15年12月 燃料電池自動車こども体験教室開催。 
○ 平成16年 2月 ENEX2004にて燃料電池工作教室を開催。 
○ 平成17年度 燃料電池の優れた技術情報の発信、異業種連携等によるイ
ノベーション促進を図るシンポジウムや国際見本市等開催のため、新規予

算を計上 
・ 「燃料電池導入促進戦略広報等事業」 
○平成17年4月 首相新公邸の定置用燃料電池導入式 
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